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状に近い形状で施工できることが検証できた（傾斜

部の施工手順を図-4に示す）。その成果をとりまと

めた「ハンプの施工に関する参考資料（案）」は、

サイン曲線形状のデータ（CAD、PDF）と合わせて、

国総研ホームページで公開している。 

 

写真 サイン曲線形状の型枠 

（CAD/PDFデータを使用して木工所で作成可能） 

 

図-4 ハンプ傾斜部の施工手順 

 

３．積雪地域における物理的デバイスの管理事例 

冬期の管理を懸念し、物理的デバイスの設置を躊

躇する声は多いが、積雪地域においても、設置事例

は多数存在している。こうした箇所における冬期の

管理事例について、現地調査や、道路管理者・除雪

業者へのヒアリングにより調査を実施した（表）。 

調査対象箇所のうち、北海道では、機械除雪（除

雪グレーダによる除雪と、ロータリー・ダンプによ

る運搬排雪）を実施していた。ハンプ設置箇所でブ

レード（図-5）を上げることで、支障なく除雪を実

施しており、この操作の目印として、ハンプ位置に

ポール等を設置することが望ましいことがわかった。 

一方、北陸の調査対象箇所では、消雪パイプを設

置し、散水により、融雪を実施していた。このうち

ハンプの例では、通常は道路の縦断方向に沿って散

水ノズルを設置するところ、ハンプの平坦部上で横

断方向に設置する工夫がされていた（図-6）。 

引き続き、冬期における交通（減速）状況や、機

械除雪の実施状況、消雪パイプの設計の考え方等の

調査を実施中であり、今後、これらの成果をとりま

とめた技術資料を作成したいと考えている。 

表 調査結果の概要 

 

 

図-5 除雪グレーダのブレードの例 

 

図-6 消雪パイプの設置事例 

 

４．おわりに 

本稿では、生活道路の交通安全対策を支える国総

研の技術開発等の取り組みについて紹介した。 

今後の施策実施に合わせて、対策の検討や実施を

担う地方自治体への技術支援に積極的に取り組むと

ともに、現場の声も踏まえながら、引き続き必要な

技術開発に取り組んで参りたい。 

☞詳細情報はこちら 

1) （国総研）生活道路の交通安全対策 取組紹介 

http://www.nilim.go.jp/lab/geg/seikatsu.htm 

②アスファルト混合物敷きならし①型枠の設置・既設路面の切削

③転圧 ④型枠の撤去・完成

舗装厚確保のための切削
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１．はじめに 

国土交通省では、防災性の向上、安全性・快適性

の確保、良好な景観形成の観点から無電柱化を推進

しており、2021年（令和3年）5月には、無電柱化の

推進に関する法律第7条の規定に基づく「無電柱化推

進計画」が新たに決定された。 

本稿では、この新たな「無電柱化推進計画」に掲

げられた取組方針のうち『徹底したコスト縮減』及

び『事業の更なるスピードアップ』に向け、国総研

で実施している調査・研究の内容について紹介する。 

 

２．コスト縮減に向けた調査・研究 

 新たな「無電柱化推進計画」においては、2025年

度（令和7年度）までに平均して約2割のコスト縮減

に取り組む、としており、これまで取組まれてきた

低コスト手法の採用等に加え、より一層のコスト縮

減に取り組む必要がある。 

そこで、国総研では、更なる低コスト化に向けて

電線共同溝工事のコスト構造を把握することを目的 

に、電線共同溝のうち、従来から広く採用されてい

る管路構造と低コスト手法の一つである小型ボック 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 管路構造・小型ボックス構造の電線共同溝 

ス構造（図-1）を対象に施工実態調査を実施した。

施工実態調査では、施工状況をビデオカメラで撮影

し、作業員等の職種ごとの作業時間、建設機械ごと

の稼働時間等を「国土交通省新土木工事積算大系工

事工種体系ツリー」におけるレベル4細別ごとに分類、

整理し、そのうえで同工事における積算資料の単価

（労務費、機械費、材料費等）を用いて直接工事費

を積算することで、コスト構造を分析している。 

この調査により、1事例ずつの比較ではあるが、小

型ボックス構造においても、工事費に占める材料費

の割合はこれまでの管路構造と同程度であり、大き

な割合を占めていることが確認された（図-2）。こ

れまで小型ボックス構造の採用は多くないため、大

量生産のコストメリットなどが働きにくく、材料費

が高額になっていること、小型ボックス構造の工事

費に占める材料費の割合が大きいことをふまえると、

今後、規格化や大量生産等による材料の低コスト化

により、更なるコスト縮減が図れる可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 コスト構造の調査結果の例 
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図-3 電線共同溝方式の管理分担（管路構造の例） 

 

 

 

 

 

 

図-4 電線共同溝事業の事業期間 

 

３．事業のスピードアップに向けた調査・研究 

電線共同溝事業の事業期間は、現在平均7年と言わ

れており、新たな「無電柱化推進計画」ではその事

業期間の半減（平均4年）に取組むとしている。 

国総研では、事業期間短縮に向けたアプローチの

一つとして、電線共同溝（図-3）の施工が、それぞ

れの管理者によって別々に行われているため、管理

者ごとに直列的な施工になってしまうこと（図-4）

に着目し、それらの施工分担を変更することによっ

て並列的な施工等を可能とし、事業全体のスピード

アップを図ることができないかを検討している。 

これら検討を行うにあたって、まず、道路管理者

や電線管理者、電線共同溝の施工に関わる施工業者

に対し、アンケートを実施した。アンケートでは、

現状別々の管理者により施工されている複数の構造

物を同一事業者が施工する「同時施工」や、異なる

事業者が続けて施工する「連続施工」により実施す

る場合のメリットや課題等を調査している。その結

果、スケジュール調整や連続施工の場合の責任分担

の調整などが課題となるとの回答が多かったものの、

実施のメリットとして工期短縮や円滑な工事実施が

期待できるといった回答が得られており、施工分担

の変更により事業期間が短縮される可能性がある。 

また、２.で示した施工実態調査では、施工時間の

短縮の余地を把握するため、細別ごとの作業時間の

内訳も調査しており、その結果、開削掘削や埋戻し・

締固めの作業に約半分の時間を要している実態が確

認された（図-5）。このことから、開削掘削や埋戻

し・締固めの回数を削減するための常設作業帯（昼

夜間連続して通常より長時間にわたり継続的に作業

帯を設置するもの）の活用などが、事業期間短縮に

有効となる可能性が確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 作業時間の調査結果の例 

 

４．更なるコスト縮減・スピードアップに向けて 

これまでの検討結果から、無電柱化の更なるコス

ト縮減には、低コスト手法を採用する事業を増やし

ていくこととともに、使用する製品・材料等の規格

化を進めること、更なるスピードアップには、施工

分担の変更や常設作業帯の活用促進などが有効であ

ることがわかってきたところである。 

引き続き、これらの取組みを実際の現場に反映さ

せていくための検討を進めていくほか、合意形成の

円滑化に向けた検討なども含め、多様な観点から、

より一層のコスト縮減・事業のスピードアップに向

けた調査・研究を進めていく予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国土交通省：無電柱化推進計画 

https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicy

uka/pdf/21-05.pdf 

2）道路環境研究室HP  

http://www.nilim.go.jp/lab/dcg/kadai.html 
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